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１ はじめに 

 

 本市では、平成 18年 1月 1日の新二戸市誕生後、市民と行政が協働しながら生活の質を高

め、すべての市民が誇りをもって暮らすことができるまちづくりを進めるため、「活力と安心、

歴史文化の薫る拠点都市」を将来像とした、平成 18年度から平成 27年度までの 10年間を計

画期間とする二戸市総合計画を策定しました。 

 

 そして、この総合計画に基づき、産業や教育、生活環境など、各種の基盤整備を行うとと

もに、産業チャレンジ支援事業や市民協働推進事業などにより、意欲的に産業振興やまちづ

くりに取り組む人たちを支援するなど、暮らしやすく活力あるまちづくりに取り組んできま

したが、合併時に 31,477人（平成 17年 10月 1日国勢調査人口）だった人口は、平成 22年

には 29,702人（平成 22年 10月 1日国勢調査人口）、平成 27年 5月末には 28,630人（平成

27年 6月末日住民基本台帳人口）まで減少しています。 

 

 このようななか、国においては、今後の「地方創生」の方向性を示すため、昨年 11月 28

日に｢まち・ひと・しごと創生法｣が施行され、12月 27日には、「まち・ひと・しごと創生長

期ビジョン」及び「まち・ひと・しごと総合戦略」を決定し、これを受けて、岩手県におい

ても、現在「岩手県人口ビジョン（仮称）」「岩手県ふるさと振興総合戦略（仮称）」の策定作

業が進められています。 

 

 一方、本市においては、30年後の将来像を描き、その実現に向けた市民と行政のまちづく

りの指針となる、平成 28年度から 10年間の次期総合計画の策定が進めており、市民の皆様

からも、国が「まち・ひと・しごと総合戦略」で示した方向性と同様に、「子育て支援」「雇

用の確保」など、次期総合計画においても十分考慮すべき内容のご意見が出されています。 

 

 このことから、次期総合計画の「30年後の将来像」を基本とし、その実現に向けて本市の

人口動態の現状や特徴を整理・分析し、施策効果による将来像を予測推計したものを「二戸

市人口ビジョン」として取りまとめるものとします。 
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２ 人口動向分析 

 

 (1) 総人口の推移 

  本市の人口は、昭和 35年の 40,644人（国勢調査）以降減少が続いていますが、昭和 60

年までは減少幅が緩やかで、37,000人台を維持してきましたが、それ以降急激な減少が始

まり、平成 22年と平成 17年の比較では、1,775人、5.6％の減少となっています。 

  また、平成 7年以降は 65歳以上人口が 0～14歳人口を上回り、平成 22年の高齢化率は

29.9％まで上昇しています。（表 1・グラフ 1-1） 

 

表1 年齢3区分の人口推移（H35～H22）                  （単位:人、％） 

区  分 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 

総    数  40,644 39,300 38,289 37,636 37,537 37,285 35,017 33,755 33,102 31,477 29,702 

0 歳～14 歳  14,593 12,377 10,258 9,381 8,669 7,950 6,666 5,659 5,007 4,314 3,637 

15 歳～64 歳  23,670 24,208 24,922 24,727 24,765 24,605 22,766 21,251 20,209 18,682 17,130 

65 歳以上  2,381 2,715 3,109 3,528 4,103 4,730 5,585 6,845 7,886 8,481 8,878 

高齢化率  5.9 6.9 8.1 9.4 10.9 12.7 15.9 20.3 23.8 26.9 29.9 

 

グラフ 1-1 人口の推移（総数・年齢 3区分） 
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  また、各年における年齢構成比を百分比で比較すると、65歳以上人口の割合が平成 7年

に 20％を超え平成 22年においては 29.9％と、約 3人に 1人が高齢者という状況となって

います。 

  全国的な傾向ですが、65歳以上の割合が増加し 14歳以下の割合が減少している状況が

顕著に表れています。（グラフ 1-2） 

 

グラフ 1-2 人口の推移（年齢 3区分 百分比） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2) 自然増減・社会増減の推移 

  本市の自然増減は、平成 3年までは出生数が死亡数を上回る自然増の状態でしたが、平

成 7年以降は出生数が死亡数を下回り自然減に転じました。 

  その年によって若干のバラつきはありますが、平成 20年以降は自然減が 200人を超える

状況が続いています。（表 2-1・グラフ 2-1） 

 

表 2-1 出生・死亡・自然増減の推移（H56～H25） 

年  S56 57 58 59 60 61 62 63 H1 2 3 

出生  502 488 463 468 434 436 440 410 436 374 355 

死亡  289 274 283 297 273 292 291 270 327 312 316 

自然増減  213 214 180 171 161 144 149 140 109 62 39 
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年  4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 

出生  333 313 322 280 345 278 301 253 297 275 247 

死亡  350 344 294 323 346 369 364 369 341 355 334 

自然増減  △  17 △  31 28 △  43 △  1 △  91 △  63 △  116 △  44 △  80 △  87 

 

年  15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 

出生  262 247 203 231 257 189 212 190 195 205 191 

死亡  364 368 374 335 361 407 407 399 434 428 424 

自然増減  △  102 △  121 △  171 △  104 △  104 △  218 △  195 △  209 △  239 △  223 △  233 

（出典：岩手県人口移動年報） 

 

 

グラフ 2-1 出生・死亡・自然増減の推移（H56～H25） 
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  また、社会増減は、すべての年で転出が転入を上回る社会減の状況となっていますが、

最近の社会減は以前に比較すると小さくなっています。 

  しかしながら、これは、市の総人口が減少しているためで、例えば、平成 15年は総人口

32,508人に対し転出者が 1,167人で転出割合は 3.6％ですが、平成 25年は総人口 28,751

人に対し転出者が 915人で転出割合が 3.2％と、市の総人口に対する転出者の割合が減少

しているものではありません。 

  また、転出者の転出先を県内・県外の区分で比較すると、県内への転出が多くなってお

り、市町村別に見ると盛岡市への転出が一番多くなっています。これは岩手県内で大学・

専門学校が集中していること、また、企業、業種が多いことから、進学・就職による転出

が多くなっているためと考えられます。 

  一方、県外への転出は、東京都、青森県、宮城県への転出者が多くなっています。これ

も、県内への転出先として盛岡市が一番多い理由と同様に、進学・就職によるものと考え

られます。（表 2-2・グラフ 2-2） 

 

表 2-2 転出・転入・社会増減の推移（H56～H25） 

年  S56 57 58 59 60 61 62 63 H1 2 3 

転入  1,548 1,477 1,562 1,573 1,430 1,505 1,274 1,208 1,262 1,252 1,154 

転出  1,869 1,962 1,850 1,817 1,733 1,890 1,733 1,698 1,783 1,717 1,534 

社会増減  △ 321 △ 485 △ 288 △ 244 △ 303 △ 385 △ 459 △ 490 △ 521 △ 465 △ 380 

 

年  4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 

転入  1,169 1,128 1,220 1,126 1,140 1,134 1,222 987 1,106 1,030 1,024 

転出  1,465 1,436 1,392 1,284 1,277 1,309 1,302 1,167 1,212 1,158 1,178 

社会増減  △ 296 △ 308 △ 172 △ 158 △ 137 △ 175 △ 80 △ 180 △ 106 △ 128 △ 154 

 

年  15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 

転入  1,043 965 885 866 855 790 809 773 843 717 766 

転出  1,167 1,095 1,118 1,093 1,107 1,083 1,074 978 955 914 915 

うち県内  662 595 651 600 594 595 578 519 529 456 506 

うち県外  503 492 465 486 513 486 495 443 423 458 408 

社会増減  △ 124 △ 130 △ 233 △ 227 △ 252 △ 293 △ 265 △ 205 △ 112 △ 197 △ 149 

（出典：岩手県人口移動年報） 
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グラフ 2-2 転出・転入・社会増減の推移 

 

 

  このように、市全体の人口が減少するなかで、最近は自然減が社会減より多い状況が続

いています。（グラフ 2-3） 

 

ラフ 2-3 自然増減・社会増減の推移（S56～H26） 
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 (3) 産業別就業者数の状況 

  本市の産業別就業人口を見ると、就業人口全体で減少が続いていており、また、産業別

では、第 1次産業の減少が非常に大きくなっています。 

  第 1次産業就業者数は、昭和 45年には 10,000人を下回り、平成 22年では 2,830人まで

減少しています。第 2次産業就業者数は、平成 7年をピークに最近は減少が続いており、

また、第 3次産業就業者数も、平成 12年をピークに減少しています。 

                              （表 3-1・グラフ 3-1） 

 

表 3 産業別就業人口の推移（H35～H22）                 （単位:人、％） 

区  分 S35 S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 

総    数  19,409 18,529 19,990 19,237 19,362 19,277 18,611 18,381 17,657 16,169 14,664 

第 1 次産業  12,159 10,204 9,790 8,415 6,671 6,215 5,394 4,415 3,526 3,358 2,830 

第 2 次産業  2,202 2,669 3,562 3,821 5,060 5,182 5,358 5,722 5,577 4,461 3,910 

第 3 次産業  5,046 5,653 6,638 6,955 7,620 7,860 7,852 8,230 8,753 8,341 7,913 

 

 

グラフ 3 産業別就業者人口の推移（S35～H22） 
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  産業別の就業者数については表 3-1で示したとおりですが、この「就業者数」は勤務場

所を問わずに、本市に常住している人がどこで、どのような仕事をしているかにより、分

類・集計したもので「常住地における就業状況」を示したものです。 

  本市に住んでいる人のうち、就業者の勤務地の状況を見てみると、全体の就業者数が減

少する中で、県内他市町村での就業者が 1,926人、他県での就業者数が 565人、計 2,491

人となっています。（表 3-2） 

 

表 3-2 常住地における就業者数の状況                (単位：人、％) 

区 分 

常  住  地  に よ る 人  口  

総   数  

 (夜間人口 ) 

          

従業も通学も

していない 
自宅で従業  

自宅外の自

市区町村で 

従業・通学  

県内他市区

町村で従業・

通学  

他県で従業・

通学  

H12 33,101 10,905 4,893 14,115 2,570 612 

H22 29,702 11,432 3,662 11,621 2,267 605 

（率） 

増 減 

(△ 10.3) (4.8) (△ 25.2) (△ 17.7) (△ 11.8) (△ 1.1) △ 3,399 527 △ 1,231 △ 2,494 △ 303 △ 7 

区 分 

常  住  地  に よ る 就  業  者  数  

総   数        

  うち 

自宅外の自

市区町村で

従業  

うち 

県内他市区

町村で従業  

 

うち 

他県で従業  

 

 

H12 17,657 10,430 1,790 544 

H22 14,664 8,481 1,926 565 

（率） 

増 減 

(△ 17.0) (△ 15.2) (7.6) (3.9) △ 2,993 △ 1,523 136 21 

 

  一方、国勢調査では、市外からの通勤・通学者も含めた昼間の就業状況も示されていま

す。 

  それによると、本市の昼間人口は 30,359人となっています。 

  これは、本市で暮らしている人数（夜間人口）よりも、657人多くなっており、就業・

就学のために市外に出ていく人より、市外から来る人が多いということになります。 

  また、働いている人の総数は、15,383人で、このうち県内他市町村からの就業者が 2,589

人、他県からの就業者が 621人の計 3,210人となっており、働いている人の 20.9％が市外

から働きに来ている人となっています。（表 3-3） 
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表 3-3 従業地における就業者数の状況               (単位：人、％) 

区 分 

従  業  地  ・ 通  学  地  に よ る 人  口  従  業  地  に よ る 就  業  者  数  

総   数  

（昼間人口）            

    

総   数             

    

うち 

県内他市区

町村に常住  

うち 

他県に常住  

うち 

県内他市区

町村に常住  

うち 

他県に常住  

H12 34,146 2,931 797 18,650 2,570 757 

H22 30,359 2,864 665 15,383 2,589 621 

（率） 

増 減 

(△ 11.1) (△ 2.3) (△ 16.6) (△ 17.5) (0.7) (△ 18.0) △ 3,787 △ 67 △ 132 △ 3,267 19 △ 136 

 

  さらに、表 3-2で示した本市に住んで市外で働いている人、表 3-3で示した市外から本

市に働きに来ている人の産業分類を見てみると、建設業、製造業、小売業、教育、医療・

福祉、公務などで動きが大きくなっていますが、このなかでも、製造業、小売業、公務に

ついては、市外から本市に働きに来ている人が多くなっています。（表 3-4） 

 

表 3-4 常住地・就業地における移動の状況              （単位：人） 

区       分  二戸市⇒市外  市外⇒二戸市  差  

総数  2,491 3,210 719 

Ａ 農業，林業  76 131 55 

 うち農業  52 108 56 

Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業  2 6 4 

Ｄ 建設業  351 301 △ 50 

Ｅ 製造業  491 695 204 

Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業  3 16 13 

Ｇ 情報通信業  18 14 △ 4 

Ｈ 運輸業，郵便業  281 218 △ 63 

Ｉ 卸売業，小売業  279 446 167 

Ｊ 金融業，保険業  50 90 40 

Ｋ 不動産業，物品賃貸業  11 25 14 

Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業  31 64 33 

Ｍ 宿泊業，飲食サービス業  38 86 48 

Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業  52 94 42 

Ｏ 教育，学習支援業  218 201 △ 17 

Ｐ 医療，福祉  364 381 17 

Ｑ 複合サービス事業  36 52 16 

Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 117 162 45 

Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 69 222 153 

Ｔ 分類不能の産業  4 6 2 
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 (4) 人口動向の特徴と人口減少の要因 

  本市の人口動向を時系列でみると、自然増減については、昭和 50・60年代は「自然増」

であったものが、平成に入ると均衡し平成 7年以降は「自然減」に転じました。 

  また、社会増減については、昭和 50年代から転出が超過する「社会減」の状態で推移し

ていますが、転出者、転入者の数が減少するとともに、社会減も縮小傾向にあります。 

  この原因は、高度経済成長に伴い産業構造が第一次産業から第二次産業中心にシフトし、

首都圏などに多くの若者が流出し、そのまま定住したことが一番大きな要因として考えら

れます。特に農業を営む世帯は、その多くが多人数世帯であった本市においては、昭和 40

年代から始まった「集団就職」に代表されるように、農業を営む家庭の子どもたちが、中

学校卒業、高等学校卒業とともに、関東方面へ転出し、結婚し家庭を持ち定住したことで、

この地域の若者や子どもの減少つながり、その結果、昭和 50年代には出生数が死亡数を上

回る「自然増」であったものが、次第に出生数が減少し、ついには「自然減」となったと

考えられます。 

  この間、本市の主要産業である農業については、労働力の流出に対応するために、機械

化・大規模化が進んできました。 

  昭和 40年代、50年代に 20歳台であった農業後継者は、現在 60～70歳となっており、

これまでは親から受け継いだ農地を使い、機械化や大規模化など作業の効率化に取り組み

ながら維持してきたものの、高齢化や後継者難により農業経営が難しくなっているのが現

状であると考えています。 

  また、最近の人口動向を見ると、10代後半の高校卒業時の年齢に大きく減少し、その後

20代前半の大学卒業時の年齢から 30代前半までに、ある程度増加するものの、転出によ

る減少数には達しない状況であり、これは「戻りたいけれども希望する職種がない」など、

雇用の受け皿、選択肢が少ないことが影響していると考えられます。 

 

  一方、本市の出生率は全国平均、岩手県平均を上回っています。また、近隣町村からは

転入超過の状況となっています。 

  これは、二戸広域管内の他町村にと比べると、仕事の選択の幅が広く、二戸病院をはじ

めとした医療機関があり、また高校の進学率が高いことが、結婚、出産、子育てといった、

生活利便性や教育環境の面から、周辺町村から就職先として本市が選択され転入が多いも

のと考えられます。 

 

  このように、本市の人口減少の大きな要因は「経済構造の変化による若者の転出超過」

が大きな原因となっていますが、最近でも金融機関等の統廃合による事務系就業先の減少

や派遣労働者の増加など、就業先の減少に加え雇用形態が大きく変化してきたことも、若

者、特に女性の転出を加速させたと考えられます。 

  そして、これらマイナス要因が「人口減少⇒少子・高齢化⇒地域の利便性の低下・地域

経済の低迷⇒若者の流出」といった連鎖を引き起こし、暮らしている人たちのまちづくり

に対する意欲の低下も招いていると考えています。 
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３ 将来人口推計 

 (1) 国立社会保障・人口問題研究所と日本創成会議の将来推計人口 

  平成 22年の国勢調査をもとに、国立社会保障・人口問題研究所（社人研）が行った推計

によれば、本市の 2040年の人口は 18,820人となっており、年齢 3区分でみると、14歳以

下 1,675人、15歳～64歳が 8,925人、65歳以上が 8,220人で、高齢者割合は 43.7%となっ

ています。 

  また、日本創成会議が公表した推計においては、人口が 17,246人、年齢区分では 1,423

人、7,755人、8,067人、高齢者割合は 46.8%となっています。 

  どちらも本市の 2040年の人口は減少するとの推計ですが、日本創成会議の推計の方が、

より人口減少が進むとの結果となっています。 

  これは、社人研の推計が「転出超過は H19をピークに縮小傾向にある」との仮定で試算

を行ったのに対し、日本創成会議では、「人口移動が収束しない」との仮定で行ったためで

す。（グラフ 4） 

  どちらの方法が適切かという問題はありますが、出生率が上昇したとしても、子どもを

生む女性が転出超過の状況であれば、人口減少のスピードが速くなるという点については、

この人口問題に対する施策等の検討にあたり、留意すべき視点となります。 

 

グラフ 4 国立社会保障・人口問題研究所と日本創世会議の将来推計人口 
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 （2） 出生率等の変動が将来人口に与える影響 

  （1）で示したように、将来の人口については、出生率と転入・転出の状態を表す移動率

が大きく影響します。 

  そこで、少子・高齢化が進行し、地域全体の人口が減少するなかで、出生率や移動率が

将来の人口にどのような影響を与えるのか考えるために、仮定値により推計されたグラフ

を次に示します。（グラフ 5） 

  なお、推計を行う仮定については以下のとおりとしました。 

①出生率が上昇：出生率を H22の出生率 1.47が H42には 2.10まで上昇し安定する。移動

率については社人研推計（転出超過）の値を用いる。 

②移動率が均衡：転入・転出の差をゼロにし、出生率については社人研推計の値を用いる。 

 

グラフ 5 出生率上昇と移動率均衡の将来人口に与える影響 

 

 

  出生率のみが上昇した場合と、移動率のみが均衡した場合を比較すると、移動率が均衡

した場合の方が人口の減少が少なくなります。 

  本市においては、20代の転出超過が多くなっていますが、このように若者の転出超過の

状態では、いくら出生率が上昇しても、20歳～39歳の女性人口が少ないことが要因となっ

て、なかなか人口減少に歯止めがかからない状況になります。 
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 （3） 人口減少が地域社会に与える影響 

  人口減少は地域社会に様々な影響を与えますが、その影響を大きく二つに区分すると、

「生活利便性の低下」と「地域コミュニティの弱体化」に区分できると思います。 

  生活利便性の低下については、生産や消費、医療、交通といった地域内需要が減少する

ことが要因となり、地域コミュニティの弱体化については、学校や相互扶助、防災といっ

た少子高齢化が進行することが要因となり、この二つが「地域の魅力の低下」「地域間競争

力の低下」を招き、これがさらに人口減少を加速させるといった悪循環が生まれています。

（図-1） 

 

 図-1 人口減少の要因と地域社会への影響（人口減少と地域活力低下の循環） 

   人口減少の要因            

   産業構造の変化（1次→2次→3次）による都市への人口集中 

  

       税収の減少    地方財政の悪化     

       失業者の増加 

   就業機会の減少 

 

   人口の減少   経済等への影響   地域内需要の減少 

                   ・商店の減少 

                   ・公共交通（バス路線）の衰退 

                   ・医療施設の減少 

    住民活動等への影響      ・企業活動の停滞 

                   ・遊休地、空家の発生 

                   ・空き店舗の発生  など 

  少子高齢化                         生活利便性の低下 

   ・学校の統廃合 

   ・学校行事、部活動、PTA活動の減少 

   ・休耕地の増加 

   ・伝統文化の継承が困難            地域コミュニティの弱体化    

   ・地域活動の継続が困難 

   ・町内会の維持が困難 

   ・単身高齢者世帯の増加 

   ・相互扶助の低下 

   ・地域防災力の低下  など            

                              地域の魅力の低下 

                              地域間競争力の低下    

 

  このように、目に見える社会への影響に加え、地域に残った若者への仕事や地域活動で

の過度な期待、あるいは、単身高齢者の緊急時対応に対する不安など、精神面への影響も

大きいものがあります。  
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４ 目指すべき将来展望 

 (1) 将来に向けた基本的施策の方向性 

  これまで、本市の人口減少の状況とその要因、地域社会への影響等について示してきま

した。 

  そのなかでも、特に「20代の若者の転出超過」については、人口減少の大きな要因であ

り、この状況が改善されなければ、出生率が増加しても人口減少は抑制されません。 

  首都圏近郊の自治体であれば、低家賃の住宅提供や保育料等の負担軽減などの経済的支

援よって、「仕事は変わらないけれど子育てが楽になる」といった施策が有効になりますが、

本市においては、まず、収入を得るための「仕事」をどう創っていくかという課題を解決

するする必要があります。 

  このためには、社会減の抑制に向けて「雇用・所得」を確保しながら、出生率の上昇に

向けて「子育て支援」に取り組むといった、自然減、社会減に対する施策を同時にかつ相

乗的に進めることが大切となります。 

  このことから、次の 3つの視点を基本とし、人口減少を抑制し元気な二戸市を維持する

ための取り組みを進めることとします。 

 

 １ 職場、地域、家庭などあらゆる場面での人づくり 

  生きがいを感じ安心して暮らしていくために、産業振興や地域づくりの意欲的な取り組

みを支援するなど、地域社会の様々な場面で中心的な役割を担う人づくりを進めます。  

 

 ２ 若い世代の就労、結婚、妊娠・出産・子育ての支援 

   20代の転出超過による社会減を抑制するために、これらの世代が本市で安心して就労し、

結婚、妊娠・出産・子育てすることができる環境整備を進めます。 

  

３ 地域資源を生かした地域活性化  

市民や企業が地域の変化に柔軟に対応しながら、本市の特徴ある資源を活かした産業振

興や交流拡大などを支援し、将来に渡り誇りの持てるまちづくりを進めます。 

 

(2) 人口の将来展望 

  国の長期ビジョン及び本市の人口に関する推計や分析などを考慮し、本市が将来目指す

べき人口規模を将来展望は次の通りとします。  

 

 将来展望 

国の長期ビジョンなどを踏まえ、2045（Ｈ47）年に 20,000人の人口規模を維持し、かつ、

人口構造の若返りを目指します。  

  

  将来展望に掲げる、①人口規模 20,000 人の維持、②人口構造の若返りを達成するために、

次の目標を掲げます。  
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(1) 合計特殊出生率の上昇  

    本市の 2010年（Ｈ22）の合計特殊出生率 1.47を 2030年（Ｈ42）までに 2.10まで上

昇させ、2030（Ｈ42）年以降は 2.10 の維持を図ります。 

 

 (2) 雇用の場の確保による若者の人口流出抑制  

    高校・大学卒業後の年代（10 歳代後半～20 歳代前半）の就労希望を実現できる雇用環

境を創出し、Ｕターンの促進と就職に伴う転出超過を抑制し、移動率を社人研移動率の仮

定値から 4割縮小させます。  

  

 (3) 子育て世代の転出抑制と転入促進  

    20 歳代後半～40 歳代後半の女性が、安心して妊娠・出産・子育てをすることができる

社会環境を実現することで、転出超過の状況を改善しこの世代と子どもの移動率を社人研

移動率の仮定値から 4割程度縮小させるとともに、2030年には移動率をゼロで均衡させま

す。  
 

  この３つの目標を達成することにより、合計特殊出生率と若い世代の移動率が改善され、

2045（Ｈ57）年の人口は 20,864人と推計され、また、高齢化率も 37.2％に抑制されます。  
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